
（１）電気需給対策計画書（表紙）の記載例

様式第12号（第36条関係）

	電 気 需 給 対 策 計 画 書

　　年　　月　　日

大　阪　府　知　事　様

届出者　　住　所　東京都○○区○○1-1
　　　　　　　氏　名　株式会社○○

代表取締役　大阪　太郎　　

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

大阪府気候変動対策の推進に関する条例第29条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。



	電気事業の概要
	みなし小売電気事業者として、関西地域、関東地域及び中部地域で電力小売事業を実施するとともに、○○などを実施している。

	府の区域内に係る電気の需要の最適化及び供給の確保のための対策についての計画
	別紙のとおり

	府の区域内に係る電気の需要の予測及び供給能力の状況
	別紙のとおり

	連絡先
	部署名
	電力事業部電力小売課

	
	電話番号
	03-9999-9999

	
	電子メール

アドレス
	denryoku@osaka.co.jp

	※整理番号
	
	※受理年月日
	　　　　年　　月　　　日


備考　※印のある欄は、記入しないでください。
（２）別紙（一般送配電事業者）の記載例
１　計画の期間　　　20XX年7月1日 ～ 20XX年9月30日
２　計画の区域　　　関西エリア（大阪府、京都府、兵庫県（一部を除く）、奈良県、滋賀県、

和歌山県ならびに三重県、岐阜県および福井県の各一部
３　電気の供給の確保のための対策についての計画

	事項名
	計画内容（時期、規模等を含む。）

	他エリアから融通受電

調整力公募の実施
供給力公募の実施
送配電事業における見える化機器の整備※
送配電事業における情報提供環境の整備
非常時に備えた自家発焚き増し対策の実施


	エリア内の需給状況を改善する必要があると認められる時は、電力広域的運営推進機関に対して、速やかに、他の電気事業者に対して融通を指示する等の必要な措置を講じるよう要請
周波数制御および需給バランス調整に必要となる調整力の確保
電力需給ひっ迫時に追加で必要となる供給力の確保
全国において順次スマートメータ―化を実施。また、スマートメータ―の設置を希望する一般消費者に対して、スマートメーターへの交換サービスを提供
HP上で「でんき予報」を公表し、供給力（ｋW）の確保状況、再エネ発電実績等を発信
当社が有する自家発事業者に関する情報等を元に、需給ひっ迫時に焚き増しを依頼する可能性のある自家発保有事業者のリストを整備し、それらの事業者と意見交換会を実施



４　電気の需要の予測及び供給能力の状況

	
	7月
	8月
	9月
	月

	最大電力需要（万kW）
	○○
	○○
	○○
	

	供給能力（万kW）
	○○
	○○
	○○
	

	予備率（％）
	○○
	○○
	○○
	


備考　供給能力に大きな変動を生じることが予測される場合には、細分した期間ごとの値を示すこと。

（供給能力の内訳）

	電源／種別
	7月
	8月
	9月
	月

	原子力（万kW）
	○○
	○○
	○○
	

	火力（万kW）
	○○
	○○
	○○
	

	水力（万kW）
	○○
	○○
	○○
	

	
	一般（万kW）
	○○
	○○
	○○
	

	
	揚水（万kW）
	○○
	○○
	○○
	

	新エネ（万kW）
	○○
	○○
	○○
	

	他社・融通（万kW）
	○○
	○○
	○○
	

	
	他社（万kW）
	○○
	○○
	○○
	

	
	融通（万kW）
	○○
	○○
	○○
	


備考　電気の需給に関して、電気事業法第106条第3項の規定に基づく国への資料提出や、関西広域連合への資料提出を行った場合は、その資料を添付すること。
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